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要旨 本稿の 目的は,山 梨県における機械金属工業の地域的な発展の特徴と,「 学習す
る組織」 という観点から山梨県機械金属工業同友会の学習活動の特質とを明らかにする
ことである。
山梨県の機械金属工業の発展は,誘 致企業の存在に多 くを負っている。1970年 前後
には量産型組立の電機 ・精密機械が,1980年 代には産業 ロボットなどの一般機械がそ
れぞれ増加 して,そ の骨格がつ くられた。機械金属の内部では,近 年,電 機と精密機械
の伸び悩みと,一 般機械の増加基調とが対照をなしている。首都圏に隣接するという立




近年の変化は,一 般機械へのシフ トとダウンサイジングとを反映 している。基本的な分





換と,技 術力向上のための研究会や講習会,さ らに部会などの交流会活動などの 「学習」
の側面があった。学習活動は,ま ずは企業ベース,次 に協力会 ・協同組合 レベル,そ し
て業界 レベルで実施 されている。したがって,学 習は同友会だけにとどまらず,重 層的
な展開に特徴がある。また,学 習には,時 代の要請に対する地元中小企業の相互学習と
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この課題か らわかるように,本 稿では大きく2つ の論点がある。
第1の 論点は,山 梨県における機械金属工業の発展をめ ぐるものである。これは,そ の地域
の工業地理的な重要さに比 して,こ れまでまとまった研究が少ないという点に発 している。山
梨県では,山 本編(2004)が 明らかにしたように,統 計的に見れば,諏 訪 ・岡谷地域のような
機械金属工業の産業集積の規模には及ばないものの,甲 府盆地南西部か ら峡西を経て峡北に至
る地域が1つ のまとまった産業集積地域として確認できるし,こ れとは地形の上か ら,さ らに
人々の帰属意識の面か らも独立 した郡内地域において,国 中とは異なる産業集積地域が形成さ
れているとみることができたω。つまり,山 梨県は首都圏の外周部に位置 して,そ こにおける
機械工業の外延的拡大の一翼を担 うとともに,中 央 自動車道(以 下,中 央道)沿 線における産
業集積地域の一部を構成 している。中央道沿線では,こ れまで首都圏工業地域の一部をなす多
摩地域 と,そ こから飛んで諏訪 ・岡谷地域 とが大いに注 目される中で,山 梨県の機械金属工業
は注目されることが少なかった。
このように,首 都圏から中央道沿線セクターにおいて重要な地位を占めているにもかかわ ら
ず,管 見の限 りでは,地 元限定の出版物(伊 東,1994)や 地元関係機関による工業動向に関す
る記述(山 梨機械金属工業指導所,1978,1979;萩 原,1996)を 別にすると(2),山梨県におけ
る機械金属工業の発展過程は必ず しも系統的 ・地域的に明らかにされていない(3)。なかでも,
県内の地域的な特質まで考慮 した研究は見あたらない。すでに拙稿(松 橋,2004b)に おいて
ある程度まで触れたにもかかわらず,あ えて改めて課題 として取 り上げた所以であるω。
第2は,産 業集積地域 における 「学習」をめぐる論点である。 ここ10数 年来,地 域経済の
発展をもたらす産業集積の根源的な力に対 して大きな関心が寄せられてきた㈲。その中で,本
稿 が関 わるのは,主 に 「学習地域」(Florida,1995)と 「地域的相互学習」(Keebleand
Wilkinson,2000)で ある。その研究動向の一端は邦文論文でもすでに紹介されている〔6)。
フロリダの学習地域論の特徴は,地 域を知識創造と学習の場とするという,そ の捉え方が規
範的である上に,地 域経営の観点か ら政策的であることである。その反面で,地 域の主体たお
ける独自の動き,な かでもフォーマルな制度次元の動きを支える主体の行動を捉える視角を欠
いているω。 これに対 して,実 証の課題意識から独 自にアプローチしたのが 「地域的相互学習」
の議論である。地域的相互学習は,イ ノベーション発生の地域的メカニズムと並んで分析枠組
みの1つ をな し,集 積の実体であり,集 積を促進する要素 と捉えられている(8)。これ自体は,
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生産 システムに主眼をお く従来のアプローチを踏襲 したものである(友 澤,2000)と はいえ,
理念や規範から出発するのではなく,知 識創造やイノベーション形成に関わる種々のネットワー
クを実態から把握するとともに,そ の形成 ・発展が経路依存的であることにも目配 りしている
点で,本 稿 と通底する部分が少な くない。 しか し他方で,イ ノベーション能力にのみに注 目し
ている点,ま た本稿における社会的環境ネ ッ.トワークへの着 目が欠けており,し たがってそれ
と企業間ネットワークとの相互作用が視野に入 っていない点で,物 足 りなさを感 じる。
もっとも,こ うした疑問は,念 頭に置いている産業集積の発展のレベル,同 じくそれを取り
巻 く諸条件の違いから来るものかも知れない。本稿では,「学習」をこのような狭義のイノベー
ションとの関連の側面だけでな く,日 常的で漸進的な 「イノベーション」に関わる側面に着目
して(9),業界団体がそれをどのように組織 し,活 動 してきたのかを,山 梨県において積み上げ
られてきた,そ の概念に関わる経験か ら検討する。
こうした関心 は,筆 者が この間に続 けてきた産業集積地域における社会的環境 ネットワー
ク⑩をめぐる議論の延長線上 にある。社会的環境ネ ットワークは,社 会的経済的環境において
地域を構成する諸主体が取り結ぶ リンケージや,こ れ らと企業とのリンケージの総体である。
企業間ネットワークと,そ の中における企業による種々の取 り組みとを,社 会経済的な諸条件
の中においてその地域的 ・歴史的な文脈を考慮しながら捉えようとする場合に,経 済的リンケー
ジの側面に着 目すると同時に,そ のいろいろな社会的な意味合いにも配慮 してい くことが重要
である,と 筆者は考えている。具体的には,社 会的 ・経済的環境に対応する企業の種々の取り
組みと,こ れの一環 として創出される企業をめ ぐる種々のネットワークとからなる。その事例
として筆者は,米 沢市および北上 ・花巻両市(含,岩 手県)に おける社会的環境ネ ットワーク
の形成 ・展開とその意義を実証 した(松 橋,2002,2004a,2005)。
2002-04年 における山梨県の調査の中で,同 県には機械金属工業の業界団体 として 「山梨県
機械電子工業会」(以 下,工 業会)が あることを知 った。当会事務局への ヒヤリングを通 じて,
その前身が 「山梨県機械金属工業同友会」(以 下,同 友会)で あ り,そ の時代から通算すると
40数 年にわた り活動を続けていること,ま た1976年 か らは 「会報」(『同友会報』および 『機
械電子工業会報』(以 下,後 者を工業会報))が 保存されていること,保 存されている2つ の会
報にその活動の概要が記録されていることなどが判明した。入手 した2っ の会報を通読す ると,
その活動の状況がある程度までフォローできることもわかった。 しかも,興 味深かったのは,
筆者がそれまでに接 してきた岩手県や米沢市とは異なる形態ではあるものの,そ の活動やその
会員企業に対する意義などをみる限 り,社 会的環境ネットワークとしての特質を有 しているの
ではないかという点であった。そこで,こ の2つ の 「会報」を主たる素材 として,他 の資料な





ての側面や,会 員相互の情報交換 と親睦,事 業を通 じての社会貢献などといった目的がある。
その目的遂行にあたって も,会 員の金融や技術向上,福 利厚生の充実など種々の事業が展開さ
れている。本稿では,紙 面の都合か ら,そ のうち同友会時代の前半(1960-1975)に 絞 って,
「同友会報」か ら会員相互の情報交換や,技 術力向上のための研究会や部会な どの交流会活動
な どの 「学習」の側面を主 に取 り出 して,そ の活動をフォローする。今回取 り上げられない
1975年 以降の同友会および工業会の活動 に関して別稿を準備する。 タイ トルに(1)を 付けたの
はそのためである。
本来であれば,そ うした活動が会員企業の日常的かつ漸進的な経営革新 に対 してどのような
意義を有 していたかという点こそ,重 要な論点となる。 しかし,今 回は,取 り上げる資料と今
回の調査の制約から,そ こまでは踏み込めないことを予めお断 りしてお く。
同友会 ・工業会は県単位の業界団体であることもあって,先 に取 り上げた米沢市 における企
業間ネットワークに基礎をおいた社会的環境ネットワークのように 「学習」に目的を絞り込 ん
で,ま さに 「業界ぐるみ」で組織的な活動を展開 しているわけではない。他方で,県 単位であ
ることに関係 して,行 政 との結びつき ・連携や行政サイ ドとの情報交換 ・伝達の側面では,市
単位のそれに比較してひ じょうに活発な側面があることも事実である。 こうした面 も考慮 しな




山梨県における機械金属工業の近年の発展は,後 述のように,1960年 代半ばから急増 した
誘致企業の存在に多 くを負っている(伊 東,1994)。 その検討に入る前に,前 史を簡単に跡づ
けてお く(11)。
第二次世界大戦前,山 梨県では製糸工業,絹 織物工業,水 晶研磨工業ならびに製材木製品工
業がある程度まで発達 し,こ れに付随 して機械金属工業の萌芽がみ られた。 しかし,農 機具な
どの一部を除けば,そ の多 くは修理を主としていた。
第二次世界大戦中,長 野県 と同様に工場疎開があって,機 械金属工業は従業者数1万 人を数
えたとされている。 しか し,こ れらの疎開工場は戦後,民 需に転換 して,そ の後の県内金属機
械工業にある程度の影響を及ぼすことになるものの,諏 訪 ・岡谷地区のように,県 内の機械金
属工業の成長を大き く飛躍 させるような存在とならなかった。ある程度の影響 とは,1950年
代後半から60年 代初めにかけての疎開工場の影響とみ られる動向である。山梨機械金属工業
指導所(以 下,指 導所)(1978,1979)'か ら拾い出してみる(引 用頁は省略)。
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1951年 当時,「 活発な生産」 として,「 オルゴール,メ トロノーム,金 銭登録機,高 速度回
転籠,南 京錠,軸 受石などの精密機械部門,固 定抵抗器を主とする無線通信機部品部門」が指
摘されている。これ らは,い ずれも疎開工場の製品である。 これに,こ こに指摘 されていない
ミシンとバルブを加えると,山 梨県における疎開工場をほぼ網羅することになる。
1955年 には 「戦時の疎開工場 中残存 した工場を中心 とする,比 較的技術が優秀であ った工
場が計画 した完成品(銘 柄品)の 生産が,ほ ぼ完成に近づいて」お り,そ れは 「戦時中,航 空
機等の部品メーカーであ ったものが,終 戦 とともに戦前作 っていた銘柄品の生産に転換 したも
の」だ ったとある。また,「 これ等の工場においては,JIS表 示を許可された もの,あ るいは
関連下請工場を養成する域にまで達 したものもあった」 とあり,疎 開工場が機械金属工業の技
術基盤の形成にあたって,さ らには下請企業の育成にあたっても,重 要な存在であった と思わ
れるω。 しか し,そ のす ぐ後で,「 このような工場がある反面,依 然として京浜方面の工場の
下請に終始 し,常 にその しわよせに苦悩 した工場 も後をたたなかった」 との指摘があり,疎 開
工場を除けば零細な下請企業が大半であったこと,し か もそれらの一部は当時すでに京浜地区
の工場群の下請をしていたことが窺える。
別の箇所では,1957年 の機械金属工業(通 常の5業 種に加えて,鉄 鋼 ・非鉄金属 も含む)
の生産額が32億 円余と指摘 した後で,し かし,年 産5千 万円以上の工場は規模の大きい8工
場(掲 載 されている表か ら推察す るに,従 業員数301～400人1工 場,151～200人3工 場,
101～150人2工 場,お よび51～100人10工 場のうちの2工 場)で あり,そ の総額は 「県内機
械工業の生産額のおよそ65%を 占めていた」とある。 この8工 場については,「 これ等の企業
はすでにそれぞれ系列工場の育成に努力を払い,系 列 グループ(親 子関係)を 形成 して,活 発
な生産活動を展開 していた」 とあり,地 元の小零細下請企業の育成に影響を及ぼしていた。ま
た,1960年 前後まで,県 内の機械金属の主要製品と『して登場 して くるのが,地 場産業製品を
別にすれば,ク リスター ミシン(甲 府:ミ シンテーブル金具)や 渡辺製作所(市 川大門:金 銭
登録機),甲 府三協(甲 府:オ ルゴール),甲 府明電舎(甲 府:電 動機),北 沢製作所(北 沢バ
ルブ・現キ ッズ,長 坂:バ ルブ)な ど,い ずれも疎開工場による製品であるようである㈹。
高度経済成長前期
1955年 以降の高度経済成長期に入 ると,機 械金属工業が好況を呈 して,戦 後復興期 に比較
して大きく伸びる。なかでも,郡 内は京浜地区の影響を敏感に受けており,1955-56年 当時す
でに,郡 内と国中の成長 「格差」とも言える状況があった。すなわち,指 導所(1979)に は,
「大月,都 留,上 野原を中心 とする機械工場群は,京 浜地区に近い関係 もあって主 として自動




の盛況 さはや や劣 ったが,前 年 に比べ ると忙 しくな った」 とい う記述 があ る。
こ う した 「格 差」 と もみ られ る地 域 的差異を孕 みつつ も,機 械金属工 業 は,そ の生 産額 が
1955年 の19億 円か ら,1958年 の一時 的な伸 び悩 みをは さんで,60年 には60億 円 と3倍 強,
従業者 数(7,400人)も2.5倍 に伸び,指 導所(1979)に よれば,「 県 内の主要 産業の一つ と し
て,そ の位 置を その時点 において確立 しつつあ った」 とあ る。 この1950年 代後半 にお ける伸
びは,郡 内 につ いて は上述 の通 りで あるが,国 中 にあ っては,「 既存企 業の生産増」 が順調 で
あ った こ とと,50年 代後半 に徐 々にで はあ るが進 み始 め ていた誘 致工場 が本格的 に稼働 しだ
していた ことが大 きかったよ うである。
この ような評価が ある一方 で,山 梨 県における機械金属工業 が実 態 と して はか な り後 れて い
た こ とも事実 である。 この ことを示す たあに,1961年 の 「産業振興 計画抄」 は1959年 におけ
る長野県 のそれ との比較表を提示 しなが らその 「後れ」を次の ように指摘 している。すなわ ち,
山梨県 の機 械金属工 業(機 械 ・電機 ・輸送機 ・精密 の4業 種)は 事 業所数180(長 野県848),
従業者 数3.723人(同41,868人),出荷額24億 円(同349億 円)で,長 野県 の10分 の1に も
達 していな いという実情で あ った(山 梨県編,2003,pp.362-363),と。
この ことは別 にして,1950年 代後半 に弾みのつ いた工場誘致 はか な り進 んで い く(表1)。
誘致 企業 の増加 を反 映 して,機 械金属工 業は,1960年 代 に入 って,さ らに大 き く伸 び る。 そ
れ は,指 導 所(1979)に 掲載 されてい る従 業者数 および出荷額 の グラフが,い ずれ も 「対数 グ
ラフ」 で表現 されて いること(こ こでは省略)か ら も十分 に窺 い知 ることができる。 なかで も,
電機 の従業者 数 の伸 びは,1960-70年 の10年 間に おいて4倍 増で,1970年 に繊維工 業 との地
位 が逆転 す ることに大き く寄与 してい る。記載の ある数字を拾 うと,1962年 に生産額98億 円,
66年238億 円,67年322億 円,68年422億 円,69年569億 円,70年907億 円,そ して ドル
シ ョックの影 響 を受 けた71年 をは さん で,72年 には1,316億 円へ と拡大 して い く。 た だ し,
生産額 の規模 か らもわか るよ うに,飛 躍的な拡大 は,山 梨県の機 械金属工業の規模 が元 々小 さ
か った とい う状況の 中におけるそれであ ることに留意 す る必 要があ る。
高度 成長後期 から1970年 代後半:企 業誘致 による飛躍 的拡大
機 械金属 工業 の成 長は,1960年 代後 半か らさ らにス ピー ドア ップす る。 これを促進 したの
は1960年 代後半 か らさらに本格化 す る企業誘致 と,誘 致工場 の本格 的稼働 であ った。 山梨 県
におけ る企業誘致は,「 工業誘致」 の方針 を打 ち出 した,県 による1951年 の 「工業設置奨励 要
綱」(,.)の制定 によって後押 しされた もので あることは事実 である。 しか し,当 初10年 ほどは,
その効果 は思 った程 ではなか ったよ うで ある㈹。工 場立地 が活発化するのは高度経済成長 に入 っ
てか ら,な かで も1960年 代 に入 ってか らであり,1970年 前後(1968-74)と1980年 代(1980-




企 業 名 操業開始(年) 所 在 地 主 要 製 品
従業員数
(人)
宮入バルブ 1960 八田村 高圧バルブ 447
東京電気化学 1957 甲府市 磁 器 コ ン デ ンサ ー 137
長岡精機宝石工業 1960 大月市 時計 ・計器,軸 受け他 212
上野原電気 1960 上野原町 電気計器 32
日本精密工業 1960 甲府市 電気露出計 350
長谷川電気製作所 1960 白根町 交換機,通 信機 223
鈴木無線電器 1960 小淵沢町 固定抵抗器 44
鳥居電器 1959 上野原町 配線器具 66
鳥居電器 1960 山梨市 配線器具 ll7
河口湖精密 1960 河口湖町 時計部品 516
日本蓄電器 1962 上野原町 電気部品,蓄 電器 48
渡辺工機 1962 八代町 ス ピー カ ー部 品 98
協和化成工業 1962 八代町 電気絶縁体 43
日本 オ イ ル ミキ サ ー 1961 甲府市 オ イ ル ミサ ー 70
光電製作所 1965 上野原町 方位測定器 *400
中央機器製作所 1965 山梨市 動力ポンプ *300
日立製作所 1964 竜王町 トラ ンジ ス タ ー *560
富士産業 1962 明野町 プロパンガス調整器 130
リ コ ー 1966 河口湖町 カメラ,事 務機械 *780
オ リジン電気 1966 河口湖町 シリコン整流器 *300
日本精工 1966 河口湖町 ベ ア リ ング *1,800
トキ コ 1965 櫛形町 自動車部品 *1,100
プログレスダイカスチング 1965 都留市 ダイ鋳物,プ ラスチック金型 *100
大成光機 1965 都留市 カメラ組立 *300
注:掲 載 されている40工 場 のうち,主 要製 品か ら機械金属 関連 と判 断 され る25工 場を ピックア ップ した。従業員数の
*印 は予定。なお,山 梨県編(2003)に は,「 操業開始時点 な ど不正確 と思 われる ものが含 まれ ているが,原 資料
通 り掲載 した」との解説が付 されてい る。
資料:山 梨 中央銀 行(1965):「 昭和39年 の山梨県鉱工業 の動 向」『調査資料』(同 銀行)。
出所:山 梨 県編(2003),pp.368-370よ り筆者集計 ・整理。
この うち前者 が,上 述 した1970年 代前半 までの機械金属 工業 の高成長 に関係 してお り,電
機 や精 密機 械が主体で あった。 中央道 の相模湖 イ ンター～河 口湖イ ンター間 の開通(1969年3
月)が 促進 要因 ともな って いる。 なかで も,郡 内へ の電機 ・精 密機 械の立地 はこれの直接 的な
影 響 とも言え る。 この一 端 は,1965年 の資料 ではあ るが,表1か らも見て取 る ことがで きる。
掲 載 されて いる機械金属工 業関連の誘致25工 場の うち,11工 場が郡 内への立地 で ある。 しか
も,ベ ア リングの1工 場 を除 く10工 場が電機 ・精密機械 である。
後者 の1980年 代 の立地 「ブーム」 は,「 先端産業 ブーム」 の山梨県への余波 とも言 える もの
で,電 機 ではIC・ 光通信 ・電子部 品,一 般機械 では産業 ロボ ッ ト・メカ トロニ クスの立地 の









図1誘 致 企 業 数 の 推 移(1950-1985)
資料:小 林(1994)よ り筆者作成
一 誘致企業
とに よって大 いに促進 された。言 うまで もの な く,こ の時期,立 地 の中心 は郡 内か ら国中に大
き くシフ トす る こと にな る。 第2の 立地 「ブーム」 を受 けて,1980年 代前 半期,山 梨 県 は,
この間 に比較 的順調 な発展 を持続 してい る首都圏お よびその周辺諸県 のなかで も,工 業の発展
が最 も急速 であ った県 の1つ として大い に注 目された(佐 藤,1986)。
県 の調査(1984年,誘 致企 業187企 業を対象)に よ って誘致 工場の業 種をみ ると,電 機 が
66企 業 で34.3%を 占め,次 いで一 般機械 が24企 業で12.5%,精 密機械19企 業で9.9%,金 属
製 品が16企 業で8.3%な どの順 にな ってお り,機 械 金属 の業種 がお よそ4分3を 占めている。
なかで も,電 機が大 き く,1960年 代後半 における電機従業者数 の急速な伸 び と照 応 してい る。
その後,1970年 代後 半か らは,IC・ 光通信 ・電子 部品 な どいわ ゆる先 端技術産 業 に重点 が移
る。一般 機械 は,1980年 前後 に活発化 し,フ ァナ ック(忍 野村)に 代表される産 業 ロボ ット ・
メカ トロニ クスが主 体で ある。 この立地 展開が,1980年 代以 降,県 内製 造業 にお ける一般機
械 の地位 を大 き く押 し上 げ る原動 力 とな る。精密 機械 は郡 内へ の立 地が活 発で あ った。1960
年代 後半 か ら70年 代初 め にかけて当該産業 の伸 びは,こ れ らの立 地 による ところが大 きい。
ちなみ に,1987年 調 査 によれば,誘 致企業 は事業所数 では県の製造業全体 に 占め る割合 は5.1
%と 小 さい ものの,従 業者 数 は19,760人 で同 じく24.3%,出 荷額 は6,131億 円で同 じく41.0%
を占めてお り,県 内製造業 に占める比重が きわめて大 きか った ことがわか る(伊 東,1994)。
(2)1980年 代後半以降:電 機 と一般機械が2本 柱
1980年 代前半までに,山 梨県の工業構造の骨格はできあがる。表2は,骨 格がほぼ固まる
1985年 と最近時点における山梨県製造業の業種別構成(従 業者数4人 以上)で ある。機械金
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(60%前 後),製 造品出荷額等および付加価値額(70%前 後)と いった全体に占める比重でほぼ
固定化 している。
この他の特徴 としては,素 材型業種のウェイ トが極端 に低いこと,機 械金属工業の比重が高
い県であ りなが ら,軽 工業のウェイ トが比較的高いことである。後者 は,山 梨県が宝飾品工業
(主に甲府市に分布,業 種としては 「その他」に分類される),水 晶工業,ワ インをはじめとす
る食料品や飲料工業,か つての勢いはないにしても絹織物などの繊維工業といった地場産業を
多 く抱えていることに関係 している。 しか も注目すべきは,繊 維工業はすでに相対的 ・絶対的
に衰退傾向が明瞭であるが,食 料品 ・飲料工業や宝飾品工業が含まれる 「その他」がウェイ ト
を若干伸ば していることである。ただ し,こ れはあくまで,増 加基調にある1985年 と,1990
年代初頭の ピークの時期か ら事業所数 ・従業者数の大幅な減少が続いている2001年 との比較
だけに過ぎないことに留意 しておかなければならない。
地場産業が多いことにも関係 して,表2が 従業者数4人 以上の集計である点にも留意する必
要がある。なかでも,事 業所数では,全 数(含,従 業者数1～3人)に 対 して,従 業者数4人
以上は1985年 で41.3%,2001年 でも50.2%を 占めるに過ぎない〔'8)。言 うまでもな く,上 述 し
た地場産業において,こ の集計か ら漏れている残 りの半数に含まれるものが多いし,ま た機械
金属 における零細業者などもこれに加わることになる。
次 に,1985年 以降における山梨県製造業の推移(図2a,b,c,d)を みると,事 業所数 ・
従業者数と出荷額 ・付加価値額では,異 なった動きを示 している。事業所数 ・従業者数では,
1990年 を境に減少に転 じている。1990年 との対比では,事 業所数は21.5%,従 業者数は10.0
%,そ れぞれ減少を記録 している。なかで も事業所数の減少が目立つ('9)。
これに対 して,出 荷額は,1990年 代に多少の変動を記録 しなが らも,傾 向的には増加の基
調 にある。付加価値額 も同 じように,1990年 代 に大きな変動がみられ,一 時は停滞気味とな
るが,最 近時点では,1990年 を上回っている6こ うした違 いを生み出 しているのが,上 述 し
た,食 料品 ・飲料工業や宝飾品工業などの地場産業において増加傾向の業種が含まれているこ
とと,次 にみる機械金属工業の中における業種間の不均等発展である。
機械金属工業の中に目を転ず ると,一 般機械は,1980年 代後半以降,90年 代に入 っても,
若干の変動を記録しなが らも,そ のウェイ トを着実に上げてきている。 これに対 して,電 機は
1990年 までの増加基調がその後大きな変動を繰 り返 している。精密機械は,事 業所数 ・従業
者数 ともに,1980年 代後半から減少に転 じ,出 荷額 ・付加価値額では,電 機 と同様に大きな
変動を繰 り返 している。
こうした推移の結果として,一 般機械と電機 との比重の差は大 きく縮まり,い まや一般機械
は電機 に並ぶ山梨県における主要業種 となってきている。電機 との比重の差は,1985年 に従






















図2a山 梨 県 製 造 業 の 事 業 所 数 の推 移(4人 以 上)
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2001年 には電機 のウ ェイ トが伸び悩 む一方 で,一 般機 械の それ が大 幅に高 まったことによ り,
従 業者 数(17.0%)で 約11%ポ イ ン ト,出 荷額(25.0%)で 約8%ポ イ ン ト,付 加 価値 額
(22.0%)で10%ポ イ ン トまで縮 まって きてい る。 こう した変化 は,1980年 代の 「先端産業 ブー
ム」 に乗 って,第2の 立地 「ブー ム」 を引 き起 こ した一般機械 の うちの産 業 ロボ ッ ト・メカ ト
ロニクスな どがいよいよ本 格的に発展 して きて いるとと もに,立 地 当初,量 産型組立を主体 と
していた電機 ・精密機 械か ら,首 都圏 に近 いという立地 の優位性 を利用 して,高 付加価値化な
どへ の対応 の中で,一 般機 械製品への シフ トが相 当程度 まで進 んできた結 果であ る。 また,大
手 のそ うした動 きに伴 って,精 密機械や電機か らシフ トしてきた中堅企業 の成 長が加わ った動
きで もある。実 際,電 機や精密機械 にお ける付加価値が伸 び悩 む中で,一 般機 械の それ は多少
の変動 を伴 いつつ も,増 加 基調 にあ る。
電機 ・精密 におけ る全般 的な高付加価値化へ の対応 と,そ の中における一般機械 への シフ ト
とい う特質 か らみて,山 梨 県の機械工業の発展 は多摩地 区の外延 的な拡大 と しての側面 を反映
している。
(3)工 場分布の変化
最後に,大 規模工場(従 業者数100人 以上)の 工場分布 と,1985年 以降における山梨県製
造業の推移 と,機 械金属工業の内部構成に変化について言及 しておく。
まず,1960年 における機械金属工業の大規模工場の分布は(図 は掲載省略),わ ずか14工
場にすぎず,し かもそのうち10工 場が甲府から韮崎にかけて分布 している。指導所(1978)
との対応でみると,こ こにピックアップされているのは,疎 開工場であり当時の主力工場と目
されていた ものと,1950年 代後半の誘致工場 との2種 類である。ただ し,甲 府三協は主要製
品がオルゴールであったためか,機 械金属工業に含まれていない。




分布の中核である国中をみると,5業 種すべてにわたって増加 してお り,な かでも電機の増
加が目立つ。第一次の企業誘致ブームが電機を中心であったことがここでも確認できる。規模
的には,1,000人 以上が3工 場,500～999人 が4工 場も増加 している。第一次の企業誘致ブー
ムで工場立地が旺盛であった,も う1つ の分布の中心といえる郡内では,電 機 とともに精密機
械の増加が著 しい。上野原では電機が,大 月と富士吉田では精密機械が,都 留市周辺では両者
の混在 という特徴も指摘できよう。
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図3山 梨県における機械 ・金属工業の主要工場の分布(1974)
変 化がみ られ るものの,分 布それ 自体 にはあま り変化が み られない。 第一 中核 の国 中と第二 中
核 の郡 内とい う分布 の特 徴が この間 にで きあが った ことが示 されてい る。
しか し,こ の ことを除 くと,変 化が著 しい。 業種 では,1974年 の電機 中心の分布 か ら大 き
く様 変 わ りしている。 電機 が国中 ・郡 内と もに3分 の1以 下 に減少 してお り,代 わ って一般機
械 が著 しく増 加する。 業種的な特質だ けをみると,同 じ県 の工場分布 とは思えない程の変化 で
あ る。 これ には,新 規立地 によ って新 たに加 わ った ものが少な くない。 同時に,1980年 代以
降に生 じてきた製品転換 や業種転換な どによる電機 ・精密機械 か ら一 般機 械への シフ トによ っ
て増 加 してい るもの も少な くない。
これ と対照 的 に,大 幅 に減少す る電機 は,1974年 に存 在 した工 場の うち,事 業所名 称が変
更 された ものを除い て も,1995年 にはな くな って いる ものが少 な くな い。 上述の シフ トの過
程 で,再 編 に対応で きなか った工場の一部 には,撤 退 もあ った と思 われ る。同様の ことは,精
密 機械 について も,事 例がそれ程多 くないが,当 てはま る。
従業者 規模 では,ダ ウ ンサイ ジングが特 徴的で ある。1995年 といえば,90年 代 に入 って の
バ ブル崩壊 と円高に より,空 洞化 の問題 が深刻化 していた時期 であ り,規 模縮小が ことさ ら大
き く出て い るものと思 われ る。他 方 これ とは別 に,1970年 代 中盤 頃 に量産 型の組立工 場 と し
て立地 した工 場群のなか には,上 述 したよ うな シフ トによ って,あ る意味で は,そ の製 品や業
種,さ らには業 態か らみ て,「 適正 な」 規模 に落 ち着 いた ことが,規 模縮小 とな って表れて い
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図4山 梨県における機械 ・金属工業の主要工場の分布(1995)
る面が あること も見逃せ ない点であ ろう。
学習する地域としての山梨県(1)
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3.山 梨県の工業発展と業界団体r
(1)地 元企業の発展と県の工業振興の特質
前章でみたように,山 梨県における機械金属工業の発展は,1960年 代後半から急増 した誘
致企業の存在に多 くを負 っていた。 しか し,こ のことから,山 梨県における機械金属工業がす
べて,外 来型で分工場型の工業発展であったとするのは,早 計である。
誘致企業の比重の大きさからみて,こ のように判断せざるを得ない部分は確かにあるとして
も,地 元企業が相変わ らず疎開企業にのみ依存 しているわけではない。すでに,1950年 代前
半か ら,郡 内の企業の中には,京 浜地区と連関するものも少な くなかった。疎開企業の下請企
業のいくつかは,そ の過程で技術的な力量をつけて,進 出企業との連関を深める企業 も登場す
る。首都圏へのアクセスの良さを活かして,首 都圏の企業との連関を深める企業も少なくなかっ
た。専属下請から脱 して,あ るいは独自製品を開発 して,中 堅企業へと成長するものも現 れて
いる。こうした地元企業の発展は,県 の工業振興の特質の中に,い かんなく表れている。 その
ユ
特質のいくつかを次にみていくことにする⑳。
県独自の工業展示会開催:山 梨県は,当 該地域における工業の 「元気度」を示すといわれる
展示会を1978年 から独自に開催 している。「山梨テクノフェア」(現 在は,「山梨テクノフェア
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&マ ル チメデ ィアエキスポ」)が それであ る。 これ は,「 山梨県 中小機械 金属 製品展」(山 梨県,
中小企業育 成協会(現,や まな し産業支援機構),山 梨県機械 金属工業連合 会共催,甲 府商工
会議 所協賛)を 発端 とす るもので ある。 この間,4回 にわた り名称 を変更 し(u;,1999年 か らは
マル テ ィメデ ィアも加 わ って現 在 に至 り,2003年 までに通算で25回 を数え る(22)。受 注機会 の
拡 大 ・市 場 開拓の促進が 目的で あ る。 中小 企業庁 による関東 ブロ ックの テク ノフェアが1988
年,全 国の それが1989年 であ るか ら,山 梨県の試 み は比較 的早 い方の部類 に入 る。 しか も,
山梨 県の場合 には,県 独 自の メ ッセ会場 である 「アイメ ッセ山梨」 を有 してい る。
地 元か らの 出展 も盛 んであ り(図5)。1990年 代 半 ばを境 に大 き く飛躍 して いるこ とがわか
る。 県内企業 の力量 のア ップとともに,企 業 にお ける意識 に も変化 がみ られる ことを示す材料
とも言 え る。1990年 代前半 までは,2度 の落 ち込 みはあ るが,出 展企業数 は概 ね50～70企 業
で推 移 し,1993年 以 降に増加傾向 に転 じる。 出展 ブース数(第1～3回 は不明)で は,1980年
代 の半 ばに一気 に出展 企業数 が倍近 くまで上昇 し,そ の後半 か ら1990年 代 前半 には100前 後
に しば らく落 ち着 く。 「アイ メ ッセ山梨」 がオープ ンした1995年 とその翌年 には,両 者 とも飛
躍 的 に伸 び,近 年 では210前 後 に落 ち着 いて くる。
盛 んな広報活 動:広 報事 業に も山梨県独 自の動 きが ある。 山梨県 は,県 が実施 す る調査活動
を 「同友会報」 や 「工業会報」 な どの業界誌 を通 じて,定 期的 にかっ かな り詳 細に公表 して い
る。 現在 では,業 界誌への掲載 とともに,独 自の情報(広 報)誌 「産業情報 やまな し21」(毎
月,発 行部 数1,100部)に 掲載す る ことはもちろん,イ ンターネ ッ トによ ってHPに も公表 し














図5山 梨 テ ク ノ フ ェ ア出 展 企 業 ・ブ「 ス の推 移
資料:『 同友会報 』(山 梨県機械 金属工業同友会)お よび 『機械電子工業会報』(山 梨県機械電子工業会)
による
注:1978～80年 の ブース数 は不 明。1989年 は開催 されていない。
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当初からこうしたルーティンを着実に続け,最 近では新たな媒体を通 じて徹底 しているところ
はそう多 くない。近年では,個 別企業向けに,独 自の調査に基づいた関連業界の景況情報㈲
を流すサービスも展開 している。県が独 自に企業情報をもつ意味は もちろんであるが,個 別企
業 レベルでも取引連関の動向や設備投資の判断 ・決定に役立 っている。
地場中小企業ア ピール事業:1990年 代後半に下請中小企業振興の一環 として始まった 「地
場中小企業 アピール事業」 も山梨県のユニークな企画の1つ であろう。これは,約3,000社 に
のぼる県内外(山 梨県,東 京都,神 奈川県,静 岡県,長 野県)の 発注企業に郵送で案内して,
現地に足を運んでもらい県内企業(あ る一定の範囲を指定 して,公 募に応 じた工場オープン企
業)を 直接みてもらい,取 引拡大の一助にしょうと企画されたもので,毎 回,視 察発注企業が
20社 ほど集まって,年 に2回 開催 されている。郡内での開催では,県 内企業よりも京浜や多
摩地域の企業が多 く視察に訪れているケースもあり,首 都圏に隣接 しているという好条件抜き
には考えられない企画 とも言える。 この事業をほとんど毎年のように利用している上野原工業
団地事業協同組合によれば,開 催 にあたってのコス ト面でメリットがあるだけでな く,発 注企
業と知 り合いになるきっかけがっかめるし,事 業後の正確な結果はないものの,事 業の度ごと
に取引実績が上が っているということであった⑳。
設備支援導入資金支援事業:「 小規模企業者等設備支援導入資金支援事業」,な かでも設備貸
与事業への積極的な取 り組みも,山 梨県における工業振興を特徴づけている。 この設備貸与事
業は,2000年 度に中小基本法が改正 され,こ れに伴って小規模企業者等設備支援導入資金支
援事業は抜本的に見直 しされたが,そ れ以前は,中 小企業者の設備の近代化に寄与することを
目的とした法律(企 業設備近代化資金等助成法)に 基づいて実施されていた事業である㈲。山
梨県における斡旋する設備貸与の消化率は全国 トップクラスである。特に県民人 口あたりとか,
企業1社 あたりという比率にすれば,設 備貸与の金額は全国 トップである(26)。
② 工業振興 と地元業界団体
山梨県の工業振興は地元企業の発展に照応 しているとともに,地 元の業界団体 との協働によっ
て進められている点も特筆に値する。自治体による工業振興 と地元企業や業界団体との関係に
は多様な形態がありうる(山 本 ・松橋,1999;松 橋,2002,2004a,2005;末 吉 ・松橋,2005)。
山梨県の場合には,双 方の協働というか,実 に絶妙な二人三脚を織 りな している。企業や業界
団体か らの提案を背景 として,県 がこれをうまく吸い上げるケース,県 が提案 しつつ業界の協
力を得て進めるケースなど,両 者の良好な関係がそこに見出される。前節で紹介 した特徴的な
工業振興にも,こ のことは実によく表れている。
工業展示会は,地 元企業の元気度を示 しているといわれる。 というのも,こ うした企画は,




友会以来の歴史を持つ工業会が業界サイ ドを代表 してこの企画に取り組んでお り,こ の業界団
体の歴史 とともに歩んできたと言 っても過言ではない。バックア ップする県の工業振興 ともス
ムースな協力関係にある。こうした業界の結束および県 との良好な協力関係,そ して個々の企
業の レベルア ップ(こ れ自体 も前の二者の支援による面がある)と があいまって,こ のように
発展的に継続されてきた ものと考えられる。
同じことは,ユ ニークな試みの1つ である地場中小企業アピール事業にも当てはまる。この
事業は,も ともとは地元企業 ・業界のアイデアである。上述 したように,こ の事業は首都圏に
隣接 しているという好条件が前提であるが,同 時にこうした条件の下で企業側の経験の中か ら
発想されたアイデアを,県 が企業の目線に立 って支援 したものである。
積極的な広報活動 も,中 小企業育成協会(以 下,育 成協会)の 設立経緯にいわば内在 したも
のと見 ることができる。次章でみるように,育 成協会は 「同友会」が自ら 「下請振興協議会」
をまず組織化 し,そ の実践を踏まえて県に提案 して,設 立 させた。県 による調査活動 も,そ の
結果を業界が知ることによってはじめて意味をもつ。だから,公 開は業界が調査に協力 した見
返 りなどではな く,い わば当然の権利 として当初から公開されている。近年における個別企業
向けの広報(情 報)活 動 も,企 業の目線があるからこそ,事 業化することができた。県をこう
した目線に立たせているのも,県 と業界団体との二人三脚的な協働の結果である⑳。
同じように,制 度の立ち上げか ら,業 界が関わっていたのが,設 備貸与である。設備貸与事
業は三大都市圏や工業県といわれてきた諸県では,比 較的早 く導入が進み,高 度経済成長を下
支え した下請中小企業の設備の近代化に大いに寄与 したことは周知の通 りである。山梨県の場
合には,工 業化が後れていたにもかかわらず,そ の導入は育成協会が発足する1年 前の1969
年であり,比 較的早かった。これには機械金属工業では後れをとった ものの,繊 維や宝飾品な
どの地場産業が比較的早 くか ら発達 していたことが影響 しているとも考えられる。育成協会は,
「県立機械金属工業指導所」(現 「工業技術センター」)と ともに,「同友会」がその設立を県 に
陳情 して,1969年 に実現されたものである。詳 しくは次章で詳述することになるが,同 友会
は育成協会の設立の意義 として,「 下請振興」とともに,そ の一環 として 「機械貸与」を促進
することをね らいとしていた。山梨県では工業化の後れの一方で,首 都圏に隣接 して,そ こに
おける高度経済成長の影響が比較的早 く及ぼされた。その影響によって,地 元中小企業におけ
る設備の後れの顕在化,逆 に言えば設備の近代化への意欲が比較的早 く自覚され,設 備貸与 に
対す る要望が大きくなっていたものと推察される。
最後に,元 気な地元企業 ・業界団体を象徴する事例が,地 域プラットフォーム事業において
業界団体である 「工業会」が支援機関の1つ に名を連ねていることである。 この事業には地元
の商工団体が入 ることはごく一般的であり,多 くの場合に商工会議所 ・商工会の県 レベルの組
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織 が名 を連 ね る。 しか し,山 梨県 の 「工業会」 のよ うに,業 種 ・業界が ある程度 まで限定 され
る業界 団体 が入 るケ ースは稀 である。 ここに も,業 界団体 と県 との連携 のあ り方が反映 されて
いる と思 われ る。
4.山 梨県機械金属工業同友会における学習の歴史(1):1975年 まで
山梨県における機械金属工業の発展は誘致企業の増加にその多 くを負いながらも,地 元企業
のある程度の発展が伴 うものであったし,こ れを山梨県も地元業界団体 との二人三脚によって
支えていた。地元業界団体が県 と二人三脚で地元工業を振興 しているケースは少なくない。山
梨県の場合 に,地 元業界団体が単なる圧力団体 としてだけではなく,地 元企業 ・地元業界団体
が自ら学習 して,技 術的 ・経営的力:量をまさに自ら高めつつ,県 と協働 して工業の振興を図っ
てきているところに特徴がある。本章では,本 題である地元業界団体の学習の歴史を,1975
年前後までを振 り返ることにする。本章の記述は,同 友会報が発行 される前年の1975年 まで
を,同 友会報に掲載された内田(1976,1977a,1977b,1978a,1978b)の記事を主に参考に
している(本 節における引用は断りのない限り,こ れに依拠 している)。
(1)設 立の経緯と既存研究会
同友会の発足は1960年12月 である。 これは,甲 府商工会議所の当時の丸茂平造専務が,地
元の企業家たちに呼びかけて実現 された。その企業家たちは,す でに独 自に勉強しながら経営
改善に取 り組んでいた。すなわち,「工業生産性研究会」(1959年2月 発足)な どの活動がす
でにあって,そ の活動の過程で同友会の発足の気運が高まり,組 織化に動いたとみられる。
内田によれば,「小宮山さん,加 藤さん,市 川さん,河 村 さん,中 田さん,大 西さん,そ れ
に私(内 田:引 用者)が 加わって,丸 茂専務を中心に附加価値生産性等の勉強を始めた」とあ
る。 しかも,こ こに参集 した人たちはとりわけ勉強熱心で,「 メンバーの方々はそれぞれの場
で研究済み」だ ったようである。ある意味では意識の高い人たちで,「 各人がフランクに自分
の企業のデータを出し合い,他 県の例も引いて,活 発に議論を交わ し」ていた。内田は 「しか
もその結果を自己の企業に大いに生か し得たので,グ ループ活動の大切さ,横 の連絡の必要性
をさらに強 く感 じた」 としている。 なお,「 同友会」 に直接言及 しているところで,内 田は
「平井一満氏を中心に親睦 グループを作 っていた業界有志7人 」 とも述べており,こ の記述が
正確であるとすれば,「工業生産性研究会」 とは別のグループも存在 していたことになる。
いずれにしても,す でにこの当時,研 究会が組織されていたこと,し かも名前の挙がる人た
ちが10人 程になっていることが重要な側面である。 このように,同 友会は発足当初か らすで
に 「学習」を前提にしていた し,そ の組織化がその 「学習」をさらに前進させることを企図し
ていたということである。同時に,こ こに出てくる方 々が,後 にいろいろな場面でそれぞれな
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ん らか のキーパ ーソンとな って い く人 たちで もある。
「工業年産性研究会」を続 ける中で,組 織化の契機となったのが,最 低賃金制の施行への動
きであった。第2章 でもみたように,1950年 代の国中における業界の状況は 「下請系列に守
られながら,家 族的な雰囲気」があったようである。そのあたりを内田は,「軸となる親企業
を中心に系列下 グループを形成 して,親 子の因果関係だけで前進 し徐々にその小群が拡大され
て」い くという業界構造であり,そ の中で 「家族主義的な発展」が可能であったと述懐 してい
る。 ところが,高 度経済成長が始まった1950年 代の後半ともなると,そ うした狭い世界にお
ける家族主義だけでは処理できない事態が,社 会的な環境条件として生まれてきた。「県内の
業界 としても,小 群のセクショナリズムだけでは処理 し得ない客観的状況が生まれつつあった。
横の連帯感を密にし,経 済面だけでな く政治性も持たざるを得ない必要性が,周 りか ら迫って」
きてお り,「その一つが最低賃金制の施行であった」と内田は指摘 している。
最低賃金制の施行を受けて,先 にも引用 したが,内 田は 「平井一満氏を中心に親睦グループ
を作 っていた業界有志7人 は,最 低賃金を目標の一つとして,機 械金属工業界の組織化に起き
・上が」 り,1960年12月 に同友会発足の運びとなったと述懐 している。また 「甲府商工会議所
の援助 もスムーズに得られた」とあるので,当 初は甲府市がその中心であったようである。
② 揺蟹期の苦悩 と活動
か くして創設された同友会は,最 低賃金制への対処という目標があったものの,当 初,会 の
進むべき方向性が必ずしも明確ではなかったようである。それでも,上 述のような意識の持ち
主だちの集まりであったので,「業界発展を目指す意欲はすさまじく」,理事会の当日はもちろ
ん,そ れ以外の時にも,「将来についての論 じ合うほどエネルギーを費やした」 という状況で
あった。また,「論議の主題は,経 済拡大に基づく工業製品の変革発展等の外的思考は少なく,
附加価値生産性の向上の為に如何にイノベイション(マ マ:引 用者)を 持ち込むかといった内
的議題が多かった」 とあるので,自 らの経営革新に対する意欲が旺盛であったことが窺える。
こうした中で,ま ず技術向上 と経営改善に向けた事業が整備される。これについては,本 節の
最後 にまとめて扱う。
しか し他方では,に わかづ くりの組織であることによる統一の苦労があったことも事実であ
る。そこで,内 側をまとめるという意味合いで,取 り巻 く環境条件の改革に目を向けるように
なった。 こうしたことに気づきは じあたのが発足後の1年 目の活動を通 してであった。
内田は,こ のあた り事情について,「何 といっても,俄 か作 りの屋台では工業的セ ンスの結
果 という面では物足 りな さがあった」 とし,「行政 との接触に志 したのはそのためであった」
と述べている。生産性向上への熱い思いを実現していくためには,工 程研究や設備の増設,さ
らに従業員教育 も必要であった。 しか し,当 時の小零細企業では,そ れに先立つ資金が最大の
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ネ ックであった。 このネ ックこそ環境条件の問題であり,こ れを克服するために,会 員の要望
を行政へと向けていった。この動きが,機 械金属工業に関連する県立の工業試験所設置へと徐々
に収敏 していく。 この点 について,内 田は 「質の向上に関す る努力の面で,自 力の不足を思い
知 らされていた,技 術的に設備的に他力を求めることとなった」 と述懐 している。
資金問題 と技術的 ・設備的問題とが分かちがたく結びついているにもかかわらず,な ぜか技
術的な側面に関わる工業試験所設置のことのみが語 られている。 しか し,後 の行論か ら察する
に,工 業試験所設置は運動の象徴として語 られており,実 際には資金面の問題も,下 請振興協
議会が同友会内に設置されていることか らもわかるように,同 時に議論の姐上にはあがってい
たようである。 というのも,こ の設置(1967年)の 翌年に,こ こで最大のネ ックとして指摘
されながら,ほ とんど触れ られることのない県による設備貸与の制度導入が実現されているか
らである。
同友会発足後の1年 を通 じて明確になってきた組織 として進むべき方向,つ まり工業試験場
設置に向けた動きを実行に移 しはじめるのが1962年 であった。まず,社 会的な認知度が高 く,
かつ多 くの会員を擁 していた甲府商工会議所工業部会において,「 工業試験場の新設及び既存
試験場の強化」が決議されている。 しかし,そ のバ ックアップがあったとしても,甲 府市を中
心 とする同友会のみの力では実現が困難であったので,県 レベルの運動に盛 り上げる必要があっ
た。 そこで,1962年9月4日(28)に 「県内機械金属工業大同団結発起人会」を開催 し,さ らに
その翌日には,「山梨県機械金属工業連合会」(以下,連 合会)準 備会を開いている。連合会に
関する記述は多 くないので,確 かなことは述べられないが,内 田の行論から察するに,同 友会
は国中の組織であるという認識のようである。 これだけでは,県 レベルの組織にならないので,
すでに存在 していた郡内の組織 とのまとま りを示すために,国 中と郡内の両組織を包摂 した
「連合会」の設立がどうしても必要であった,と いう脈絡である。こうした県 レベルにおける
業界の動きを受けて,同 月には,試 験場設置を正式に県に陳情 している。
県知事選挙を翌年に控えて,こ の運動を印象づけるために,一 大デモンス トレーションとし
て連合会の総会を河 口湖畔のホテルで開催 している。郡内の組織や企業に対する運動の誇示を
も狙 っていた。それは,「試験場の設置が行政として必要であることを県当局に知 らしある効
果を挙げ」たことは確かであったようである。 しか し,支 持 した知事は当選するが,実 現はこ
の知事が任期を全 うし,次 の知事選挙で新たな知事が当選 した1967年 まで待たなければなら
なかった。「天野知事に利用される結果 となった」 と内田は述懐 している。
ところで,試 験場設置 に向けた運動の過程で,各 地の試験場を視察 している。試験場の必要
性に気づきはじめ,し かも県内には地場産業に関する指導所がすでに4つ 設立されていたとい





この試験場の視察について,内 田は,ま さに地元業界が自前に近い形で作 り上げたことに驚 く
とともに,「諏訪地区精密工業の発展の一因を知 り得て,我 々は大いに奮起 した」と述懐 して
いる。長野県精密工業試験場が近場にあったということもるだろう。 しかし,地 元の熱意によっ
て,地 元企業との有機的な結びつきの下に,地 元企業のために設立されたという点では,ま さ
に全国にも例がない長野県精密工業試験場であったから,実 に格好の先進事例を見学 したこと
になったことは間違いと思われる(長 野県精密工業試験場については,山 本 ・松橋(1999)や
山本(2002),山 本編(2004)を 参照)。 これに割いているスペースに比べると,そ の後の視察
については 「川口鋳物機械試験場等の視察を行いながら,昭 和42年 まで運動をあ くことな く
続けた」 とあるだけである。「等」となっているので,少 なくとも3箇 所以上の公設試験場を
視察 したと思われる。これ らは,現 在よく言われる 「先進事例の視察」にあたるものであるが,
問題意識を高める上で,ま た運動の継続にとって大いに刺激になっていた ものと推察される。
同時に,山 梨県の場合にも,指 導所設立がボ トムア ップ型であった点が特筆される。
(3)県 立機械金属工業指導所の発足以降
同友会 と連合会の地道な運動の結果,1967年 に県立機械金属工業指導所(以 下,指 導所)
は発足 した。施設は同年12月 に起工 し,翌 年の10月 に完成 している。
指導所設置の前後の1960年 代半ば以降になると,同 友会の方向性 もかな り具体的になって
お り,そ の後の事業や活動の骨格ができあがってくる。 まず,公 害への社会的な関心の高まり
と,こ れに呼応する形で進められた公害に対する法令の整備が始まったことを受けて,公 害問
題対策に関する講習会などの取 り組みを行 っている。これは,そ の後1980年 代初めまでの事
業の1つ の柱 となってい く。内田は,「業界 としては,資 金がなかろうが時間が足りなかろう
が,世 論の要求を実現に移 してゆかねばならなかった」 としつつも,「わが業界のように弱小
経営体にとっては大きい苦 しみであったことも事実で」あった,と 当時を振 り返っている。
同 じ時期に,こ れもまたその後における事業の柱の1つ となる下請振興の問題にも取 り組み
は じめている。同友会の中に,下 請振興協議会が作 られているとともに,県 に対 して下請振興
のための機関を作るように働きかけを強めている。
こうした県への働きかけには,指 導所設立に向けて一丸となって進められた動きとは異なっ
た事情が伏在 していた。すなわち,機 械金属工業の拡大の中で企業の階層格差が徐々に明瞭 と
な り,会 員の中に発注企業と受注企業が同居 している状況であった。そのため,い ち早 く作 ら
れた下請振興協議会も振興という側面よりも,相 対立する立場の会員同士による協議という側




といえば,小 規模に近い方の会員の要求を満足 させる方向をとってきた」,あ るいは 「自助努
力によって企業を支え得るものは,そ うでないものに力を貸すべきであるという原則に則 って
活動 してきた。その結果を吸収 して自己にプラスをもたらすべ く努めることこそ,同 友会のメ
リットを得 る方途」であった,と 微妙な言い回 しで表現 している。だから,下 請振興のうち,
下請取引の公正など企業間関係に関する部分には効果的手段が見つからなかったようである,
内田は 「悩みながら現在に至る」問題であるとも述べている。 とはいえ,下 請振興のうち,資
金面に関わる設備貸与の導入には触れられていないが,す ぐ後で述べるように順調に進んでい
た。 こうした運動の成果が,1970年4月 から活動を開始 した 「育成協会」,後 の 「中小企業振
興公社」(以 下,振 興公社)で ある。
設立 された育成協会の主たる任務は,内 田によれば,「機械貸与と下請振興」であったとし
ている。機械貸与 も,こ の時期に活動の柱であった。詳 しくは触れられていないが,育 成協会
の活動が始まるとほぼ同時に,「春先に消化 される」 ほどの人気のある,「利用度が高 く効果的
な制度」であった,と 内田が述べているからである。当時,企 業誘致による県内における機械
金属工業の発展は急速であったので,中 小企業による設備投資 も旺盛になっていた。 これには,
指導所の設立 と同所に設置された最新の機械設備によって,県 内中小企業が設備充実に向けて
大いに刺激されたことも関わっていた。内田は,当 時とすれば最新鋭であった放電加工機や治
具ボーラーなどNC装 備における刺激 ・影響の例を挙げている。この機械貸与制度は,そ の後,
振興公社,さ らにやまなし産業支援機構にまで事業の柱として引き継がれていくことになるこ
とについては,す でに前章でみたとおりである。
このように1960年 代後半か ら70年 代にかけて,同 友会の事業 ・活動の骨格が固まる。同時
に注目されることは,同 友会がまず活動 し,さ らには行政への働きかけが先行 して,そ の後,
それと連携する形で,行 政側の施設や機関の充実が図 られていることである。さらに言えば,
県によって設置された施設や機関の初期の事業が同友会の事業 。活動を引き継いでいるだけで
な く,同 友会によって支援される形で動き出し,そ の後の事業の骨格を形づ くっている。政治
的な圧力団体としての面 目躍如 といってしまえば,そ れまでである。 しか し,同 友会の場合に
は,そ の圧力をかけるに先立 って,ま ず自らが学習 し,何 をどのように行政に委ねるか,こ れ
を実現するたあにどのような運動を進めるべきか,ま さに研究されていたわけである。
(4)研 究会 ・講習会活動
これまでみてきたように,同 友会の歴史はそのまま学習の歴史である。 しか し,直 接的な学
習の側面,つ まり自らの旺盛な経営革新に対す る意欲の下で整備されることとなる技術向上と




この事業ついては,内 田の指摘の他に,指 導所(1978)の 中でも,「『個々企業の技術 ・経営
両面の充実 と本会組織力の強化』を目標にして技術講習会を数多 く開催 し,業 界内の基礎技術
力の強化を図る一方,ま た,工 程の研究,設 備の改善更新等の問題 とも取 り組み,付 加価値生
産性を高めることにも努力を払った」 として,当 時の活動が高 く評価されている。
このように,講 習会や委員会,研 究会などの学習 ・普及活動は意欲的に展開され,高 い評価
を受けていたが,そ の記録はあまり残 されていない。内田の記事で触れてあるものを拾い出し
整理 したのが表3で ある。 これによれば,技 術講習会を中心に,相 当に活発な活動が展開され
ていることがわかる。なかでも,設 立から6～7年 に関 しては,そ の回数 もさることなが ら,
新たな事業が次々に加わっている点でも,そ の熱気が伝わって くる。
設立1年 目の1961年 には,'上述のように,「揺藍期」にあたる中で方向性が模索されるが,
同友会の礎 となった生産性研究会が3回,新 たに始まった技術講習会も9回 開催されている。
ある程度の方向性が見出される2年 目の1962年 には,生 産性研究会が2回,技 術講習会は12
回開催 されている。なかでも,後 者の内容までの言及はないが,平 均参加が50人,最:大 で101
人という数字があえて挙げられており,講 習会の熱気とともに,会 員企業における新 しい技術
への渇望感が伝わってくる。 この年には,労 務管理近代化委員会(2回)と 新入社員訓練講座
が新たに加わっている。前者は,「 労働基準監督署の肝いり」でとあるので,同 友会発足の契
機となった最低賃金をめ ぐる問題への対処がここに来て形となったもののようである。 しか し,
業種別最低賃金をめ ぐる問題は,内 田によれば 「さほどの効果な し」とい う状況だったようで
ある。 というのも,こ れ も上述 したことではあるが,企 業間格差,つ まり 「同友会の中に,発
注側 と受注側が共存 していたこと」が一律の対処を難 しくしていたものと思われる。
3年 目にあたる1963年 は,技 術講習会(16回)が もっとも盛んに開催された年である。内
表3山 梨県機械金属工業同友会における学習に関わる事業(1961-1971)
時 期 活 動(カ ッコ内は開催回数) 備 考
1961 技術講習会(9),生 産性研究会(3)
技術講習会(12),労 務管理近代化委員会技術講習会:平 均50人,最 大で101人 の
1962 (2),生 産性研究会(2),新 入社員訓練講参加,新 入社員訓練講座は1964年 まで継
座(1964年 ま で) 続











資 料:内 田富 勅(1976,1977a,1977b,1978a,1978b)から筆 者 整 理 。
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容は 「基礎技術から放電加工まで」 とあるので,基 礎から応用そ して最新技術まで,か なり多
様な講習会が,同 じ名前の下で開催されていたものと推察される。放電加工がこの段階ですで
に講習の一部に組み込まれている点では,最 新技術への関心がかなり高かったものと思われる。
また同年には,工 業デザイン講習会が新たな企画 として加わっている。これは,技 術にばかり
目がいって 「製品に自己主張を欠いていた」 という反省から企画 された ものである。デザイン
への着 目は,地 域間比較でみても,か なり早い部類に入 るように思われる。
その後の展開に関 して,内 田は年 ごとの記述か ら,3～4年 を単位とす るそれへ と変えてい
る。1964-67年 の4年 間では,技 術講習会が年平均で10回 の開催 というあた りに落ち着いた
ようである。従業員講座(年 平均3回)が 新たに始まっている。技術面の先進地視察 も始まっ
た。やはり初めての企画 となる 「工場排水装置の例題」 という公害問題対策講習会は,企 業側
の受け止め方に関 しては上述 した通 りであるが,「世情の反映」 というタイ トルの下で記述さ
れており,抵 抗できない社会的な動きの中における開催であったことが窺える。
1968-71年 になると,設 立間もない時期の熱気が少 し冷めてくる。 その柱であった技術講習
会が年平均で6～7回 に減っている。生産性研究会の後身にあたるものとみ られる経営管理講
習会が新たに始まっているが,年 平均すると1回 になっている。先進地視察 も2年 に1回 となっ
た。とはいえ,内 田には触れられていないが,新 たに設立された指導所がいろいろな面で利用
されるようになっている点を看過するわけにはいかない。
1972年 以降の講習会や研究会 に関す る内田の記述 はぐっと減る。おそ らくは,上 で指摘し
た熱気の冷め方が急だったからではないだろうか。「高度成長の極限」において ドルショック
などへの対処な ど経営革新が時には難 しい時期があったと振 り返 り,LSIの 登場を画期的な技
術革新としてすでに注目していたことを自慢 し,ま たオイルショックが吟 後を左右する 「こん
な大きい嵐 も,同 友会にはそれ程響いたようには見え」ないなど嘆きつつ,内 田は 「技術講習
会もマ ンネリ化」 し 「年に5～6回 に減少」 とだけ,ポ ツリと語 っていることにそのことが示
されていると言えるであろう。逆に言えば,設 立後 しば らくの間の学習に対す る意欲が非常に
大きかったがために,そ の反動としての印象でもある。
最後に,同 友会における活動と別になるが,同 友会の会員が自らの現場の近 くでどのような
学習をしていたのかの一端を示す1つ の事例 として,協 同組合活動を紹介 しておく。注(12)で
も触れておいたように,「 同友会報」の第5号(1977年11月20日)から連続12回 にわたっ
て 「協同組合め ぐり」が特集されている。







特集回 名 称 設立 組合員数 タイプ 主たる目的 備 考
1 ク リス タ ー ミシ ン 1957 15(6)協力会 金融
先進地視察 ・海外研修,
福利厚生の充実化
2 日本 オ イ ル ミキ サ ー 197412(4)協力会 金融 ・親睦 1960年 か ら協力会
3 日本精密協力事業 196810(4)協力会 金融 ・親睦
4 日本精密部品工業会 1966 9(0)同業者 金融 ・研修
5 甲府明電舎 1970 10(3)協力会 金融
6 山梨同友機工 1973 15(2)同業者 情報交換 ・研修
7 山梨県機械金属工業団地 1971 13(6)団 地 金融 ・共同事業
8 山梨県報徳機工 1980 8(6) 同業者 金融 ・研修
燃料供給,工 場廃液の
処理,廃 液の委託処理
9 青進会 1980 8(0) 同業者 金融 ・研修
10 甲府電器共栄 1975 13(0)同業者 金融 ・研修
ll 機山工友 1980 14(14)協力会 金融 ・研修
ク リスター ミシン協同
組合が発展解消






よる技術指導 を挙げてい るケ ースが多 い。
山梨県 にお ける組 合の原型 と もなってい る,機 械金属 関連 では最 も古い 「ク リスター ミシ ン
協同組合」のケースをみ ると,次 のよ うな活動が指摘 されてい る。 ク リスター ミシ ンによる種 々
の指導 の他 に,(1)当 初の主な活動 であ った商工中金 による金融 の円滑化 によ って機械 の近代化,
土地購入,工 場建設 が実現 された こと,② 研修では国内先進地 視察,海 外研修が実施 されて い
る こと,(5)1960年 代 後半 にな ると従業員 福利厚生 の充 実化 の研 究会 と活動 も加わ った こと,
な どが わか る。 組合員15社 は,他 の協 同組合 に も加盟 して お り,国 中において当時,比 較 的
元気 のあ る企業 であ ったよ うであ る。 そ う した企業 が含 まれて いるの で,研 修の場 がそれ以 外
の企業 への学習 を大 いに刺激 した ことは,想 像に難 くな い。
1970年 代 以 降にな ると,同 業の企業 同士 による協 同組合設 立が多 くな って いる。 それまで
の協 力会を母体 に した組合 や同友 会にお ける活動 によって 自力 をつ けてきた地元企業 が,協 力
会 を超え た ところで,同 業者 同士 でその専 門分野 におい て レベル ア ップを図ろ うとす るもので
あ る。 同業者 の場合 には,金 融の円滑化 もさることなが ら,明 らかに研修 や研究会 が前 面た出
てお り,同 業者 間におけ る競 争の一方で,協 同して業界 の早 い技術革新 に追いつ こうとす る旺
盛 な意欲 が見 えて くる。 こう した 同業者 同士 の力量:ア ップの試 みは,県 内におけ る工業部会や
'
同友会 におけ る部会 の活動 とも連動 している。
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5.お わ り に




機械金属工業の急速な発展は,誘 致企業の存在に多くを負っている。1970年 前後には電機 ・
精密機械め主に量産型組立工場が,1980年 代には産業ロボッ ト・メカ トロニ クスなどの一般
機械がそれぞれ増加 して,機 械金属工業の骨格がつ くられていく。これに対 して,戦 時中の疎
開工場の影響は長野県のように顕著ではな く,後 に中堅企業へと育っていくことになる,一 部
の地元中小零細下請工場の育成などに限定 されている。機械金属工業は,こ うした誘致企業の
発展によって,そ の規模 と比重の両面において1980年 代以降,山 梨県製造業における最:も重
要な産業になってきている。
その内部に目を転ずると,近 年,電 機 と精密機械の相対的な伸び悩みと,一 般機械における
相対的 ・絶対的な増加基調とが好対照 となっている。首都圏に近いという立地の優位性を利用
して,高 付加価値化などの動きに対応 した一般機械製品へのシフ トが相当程度まで進んできて
いる。産業ロボット・メカ トロニクスを主体 としていた一般機械自体は,1990年 代に入って,
いよいよその本来の性格を伸ばし,順 調に拡大 している。 こうした推移の結果 として,一 般機
械 と電機 とのウェイ トの差は大きく縮まり,い まや一般機械は電機に並ぶ山梨県における主要




を反映す るものであ り,も う1つ は機械金属業種全般におけるダウンサイジングを反映 した規
模の縮小である。この分布構造を変えないままの,1970年 代から20年 間における変化は,ま
るで別の県の出来事 と思わせるほどの分布内部における質的変化を示 している。
もう1つ の課題であった 「学習する組織」としての同友会は,発 足当初か ら,地 元企業家た
ちの研究会をベースにしていた。そうした性格を反映して,業 界の発展と会員の経済的地位向
上のための圧力団体としての側面を有 しつつ も,会 員の金融や技術向上,福 利厚生の充実など
種々の事業展開の基礎には会員相互の情報交換はもちろんのこと,技 術力向上のための研究会
や講習会,さ らに部会などの交流会活動などの 「学習」の側面があった。こうした学習活動は,
発足当時がそうであったように,同 友会発足後においても,ま ずは企業ベースで,次 に協力会





業界 としての学習を通 じて対処 している。企業レベルにおける対処の域を超える場合には,業
界 として県や自治体の事業を先取 りするかたち対処 している。この場合にも,学 習が力 となっ
ていた。 また,こ の学習は同時に,県 に対 して工業振興のための種々の新たな事業を具体的に
提案する上で も,効 力を発揮 し,後 に県の事業として実現 させている。学習の側面 と県の施策
への働 きかけは同友会が社会的環境ネットワークとしての性格を強めている側面と言える。
こうした学習によって培われた力量は,企 業へのヒヤ リングによれば,個 々の企業 レベルに
おいて漸進的な経営革新に対 しても意義を有 していた。今回は触れることのでなか ったこの側
面を,同 友会の学習の歴史の残された部分 とともに,後 日明らかにしていきたい。
[謝辞]本 稿の作成は,な によりも我々の長時間にわたるヒヤリングと資料提供に快く応 じていただ
いたやまなし産業支援機構および山梨県機械電子工業会のご協力のおかげである。ここに記 して心より
感謝するしだいである。本稿は,日 本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C(1)「 産業集積地域
におけるイノベーション形成に関する比較実証研究 一 「イノベーティヴ・ローカル ・ミリュー」 と
「暗黙知」概念の有効性の再検討」(2001-2003年,研 究代表者:山 本健児,課 題番号:1368009]),お
よび日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C(1)「 産業クラスターにおける中小企業を主体と
する産学官連携の地域間比較」(2004-2006年,研 究代表者:松 橋公治,課 題番号:16530171)の 成果
の一部である。
注
(1)山 梨 県 で は県 を大 き く2つ に 区 分 す る場 合 に,甲 府 盆 地 お よ び そ こ か ら北 西 と南 に延 び る谷 筋 を
含 む 「国 中」 と,御 坂 山地 を は さん で そ の東 側 に あ る,桂 川 お よ び道 志 川(い ず れ も相 模 川 の 支 流)
の 地 域 を 「郡 内 」 と に分 け る。 「国 中 」 は さ らに,甲 府 盆 地,こ の 盆 地 の西 側 の 「峡西 」,こ こか ら
国 道201号 沿 い に長 野 県 に 至 る地 域 を 「峡 北 」,甲 府 盆 地 か ら釜 無 川 沿 い に静 岡 県 に至 る地 域 を
「峡 南 」 の4つ に分 け られ る。 本 稿 に お け る山 梨 県 の 地 域 区 分 は これ に従 って い る。
(2)伊 藤(1994)は,経 済 。産 業 全般 を 扱 う 中で機 械 工 業 に も言 及 して い る,山 梨 機 械 金 属 工 業 指 導
所(以 下,指 導 所)(1978,1979)は,工業 全 体 の 動 き を フ ォ ロー して い る もの の,機 械 金 属 工 業
へ の 言 及 は 限定 的 で あ る。 この 他 に,後 者 を 一部 転 載 して,そ の 後 の 動 向 を 時系 列 的 に追 究 した 萩
原(1996)は,機 械 金 属 お よ び 電子 工 業 に 絞 って 整 理 して い る もの の,県 内 の動 向報 告 の を 出 て い
な い 。 ま た,資 料 的 に は 山梨 県 編(2003)が あ る 。
(3)な お,郡 内 の 市 町 村 に お け る機 械 金 属 工 業 に つ い て は 青 野(1990,1991,1998,2000,2001,
2002)の 一 連 の 仕 事 が あ る。 た だ し県 全 体 の 動 き に関 す る言 及 はな い。
(4)な お,紙 幅の 関 係 か ら,今 回 は工 業 統 計 表(工 業 地 区 編)に よ って フ ォ ロ ー した県 内 の地 域 別 の
特 徴 と変 化 につ いて は省 略 した。 松 橋(2004b)を 参 照 さ れ た い。
(5)た と え ば,Scott(1988),Storper(1997),StorperandSalais(1997),CookeandMorgan
(1998),KeebleandWilkinson(2000)など。
(6)地 理 学 分 野で み る と,松 原(1999),水 野(1999),友 澤(2000).,森 川(2000),宮 町(2003),
山 本(2004,2005)な どが あ る。
(7)こ の こ と に関 係 して,イ ンフ ォー マ ル な 活動 次 元 が視 野 に入 って こな い 。 その 意 味 で は,本 稿 で
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取り上げる社会的環境ネットワークに相当する対象が想定されていない し,こ れと相互作用す るこ
ともある企業間ネ ットワークも十分に考慮されていない。そのために,ロ ーカルな有形 ・無形の社
会的関係資本(Putnam,1993)や 社会的合意や仕組み,さ らにNPO組 織が強調されているもの
の,あ くまで地域発展戦略のためのフォーマルな政策的次元における関心にとどまっている。
(8)そ の発生の契機は,基 本的には労働市場における熟練労働者の流動,ス ピンオフ,そ して企業間
ネットワーク(含,イ ンフォーマル)の3つ からなる(KeebleandWilkinson,2000)。
(9)イ ノベーションに関する規定については,松 橋(2002,2005)を 参照のこと。
(10)Yeung(1994)に 依拠 して,企 業内ネ ットワーク ・企業間ネットワーク ・企業外環境ネットワー
クの3つ に分け,岡 谷 ・諏訪地域における企業外環境ネットワーク形成の一端に迫ったことがある
(山本,松 橋,1999,2000)。 その後,山 本は,そ の多様なネットワークを作り出す種々のリンケー
ジの相互関係を吟味 し,ネ ットワークの性格付けをさらに検討 し,企 業外環境ネ ットワークを 「社
会的環境ネットワーク」と言い換えている(山 本編,2001)。 本稿はこれに従っている。その詳細
について.は,松 橋(2002)を 参照されたい。
(ll)本 章の記述は,伊 東(1994),萩 原(1996),指 導所(1978,1979)に 依拠 している。
(12)技 術基盤の形成あるいは下請企業の育成における疎開企業の重要性は,「 同友会報」で連続12回
にわたって特集 している 「協同組合めぐり」においても,そ の一端を窺い知ることができる。協同
組合の活動については,4章4節 において詳 しく取 り上げる。
(13)「 ようである」 としているのは,指 導所(1978)の 記述だけでは,必 ず しもその対応が明確でな
いためである。例示 した疎開工場のケースは,指 導所(1978)の ほかに,内 田(1976)な どの記述
から企業名が登場 して明確になっているものだけである。
(14)対 象は設備投資1,000万 円,あ るいは常用 「工員数」50人 以上の 「新設又は増設」の場合であっ




(15)1961年 の 「産業振興計画抄」によれば,1959,60年 両年に新設誘致されたのは15工 場であり,
「従来工業の発達が遅滞 していた本県としては,ま ことに画期的な変化である」としながらも,東
京を除 く関東甲信8県 における誘致工場数(503工 場)と 比較 して最低であることに対 して,「 一
般に本県よりははるかに多いのであって,こ うした大局的比較判断よりすれば,東 京を中心とする
工場の放射分散現象のきわめて一小部分が,本 県にも波及してきているに過ぎない程度であること
は,知 ってお く必要がある」としている(山 梨県編,2003,pp.350-35])。
(16)な お,こ の図は伊東(1994)か ら転載 したが,指 導所(19781979)の 資料とは微妙な違いを見
せている。前者では,1950年 代後半から60年 代にかけて誘致企業が皆無の年が12年 あるのに対
して,後 者では1960年 代からのデータだけを示 し,し か も国母工業団地への入居企業を除いて
「一村一工場」施策に基づ く工場のみと限定されているにもかかわらず,皆 無の年は存在していな
い。
(17)開 通年次は次の通 り。大月 ジャンクション～勝沼インター間1977年12月,勝 沼インター～甲府
昭和インター間1982年11月,甲 府昭和インター～韮崎インター間1980年3月 。
(18)ち なみに,従 業者数4人 以上は,従 業者数では1985年 で約90%,2001年 で92%,製 造品出荷
額等では,同 じく98%,99%を それぞれ占めている。
(19)な お,事 業所数は,全 数調査によれば,1970年 代中盤にピーク(1975年 にll,177事 業所)が 来
ており,4人 以上の事業所数の推移との違いが大きく出ていることにも留意 しておく必要がある。
これは,全 数ベースの事業所数の推移に最 も大きく影響 しているところの繊維工業の衰退がこの時
期から始まるためである。ちなみに,事 業所数以外の指標ではこうした乖離はみ られない。




(21)1979年 に 「山梨県中小機械製品展」,1980年 に 「山梨県機械金属工業技術見本市」,1983年 には
「山梨県機械電子工業技術見本市」,さ らに1986年 には 「テクノフェア山梨」へと名称が変更され
た。
(22)1989年 は山梨博覧会への協力のために開催が見合わされている。
(23)進 出企業大手 と連携して,定 期的に情報を入手 している。
(24)上 野原工業団地事業協同組合によれば,こ の事業への参加には,「 負担金10数 万円を支払う」必
要があるが,パ ンフレットは支援機構が作 って くれる」 し,「 トータルでは,郵 送などを含めると,
60～70万 円かかると言われているので,ず っとこちらにメリッ トがある」 という。 しか し,そ れ
以上に,「 ここを知 ってもらう,こ この企業群を知ってもらうということがメリットだろう」 とも
付け加えている。なお,支 援機構によれば,「 この事業のための費用は1回100万 円足らずであり,
そのうち3分 の2を 支援機構が,3分 の1を 参加する中小企業に負担」 してもらうとのことである。
(25)2000年 度に中小基本法が改正 され,こ れに伴 って小規模企業者等設備支援導入資金支援事業は
抜本的に見直 しされた。
(26)こ れを裏付けるように,㈱ 山梨県中小企業振興公社(2000)の 事業の トップに来ているのが 「設
備貸与事業」である。公社創立30周 年記念誌発行委員会編(2000)に おいても 「事業の概要 と実
績」の トップの事業がやはりそうである。 これには,本 文中にこそ触れられていないが,1989年
から1998年 までの10年 間における貸与額合計では全国第5位 であることと,同 じく貸与実績額の
平均執行率が同2位 であることを示す図と並んで,事 業所および従業員数あたりの実績の図(い ず
れも,貸 与事業額18億 円以上8都 府県の比較で,全 国平均を100と した場合の指数で表現)が 示
されている。これによれば,事 業所あた りで450を 超えてお り,第2位 の長野県およそ150を 大き
く引き離 し,従 業員数あたりでも600弱 であり,同 じく長野県の200弱 を大きく離 していることが
わかる。そのキャプションには 「当県は他県に比べて抜きんでて高い値となっています」,と 記さ
れている。
(27)こ うした広報活動のベースには,情 報収集が大前提 となる。やまなし産業支援機構が県内企業の
情報収集においては,す でに30年 にわたる長い歴史と実績がある。実は,こ のことと,上 述 した
活発な設備貸与事業とが密接に関係 している。なぜなら,設 備貸与事業への申込企業について,県
として調査 した上で,決 定するからである。
(28)内 田は8月4日 としているが,記 憶違いであろう(山 梨機械金属工業指導所,1978)。
(29)当 時県内には,繊 維工業試験場(1905年,設 立当初は工業試験場,1950年 名称変更),醸 造研究
所(ワ イン,1929年 設立),研 磨工業指導所(1951年),メ リヤス工業指導所(1955年)が 存在 し
た。
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学習する地域としての山梨県(1)
YamanashiPrefectureofJapanasLearningRegion:
CollectiveLearninginAssociationforPromotionof
theMachineryandMetalProcessingIndustries
inYamanashiPref.
MATSUHASHIKoji
Thepurposeofthispaperistomakeclearthedevelopmentandregionalfigureof
themachineryandmetalprocessingindustries(machineryindustries),andtoidentify
thenatureofcollectivelearningofAssociationforPromotionoftheMachineryand
MetalProcessingIndustriesinYamanashiPrefecture(APMY).
MachineryindustriesinYamanashihavebecomepartofmanufacturingdistrictsin
outeredgeoftheTokyometropolitanregion,takingameanpositioninthewestern
sectorofthedistricts。Nonetheless,existingstudiesonmanufacturinggeographyade-
quatelyhavenotdealtwiththedevelopmentofmachineryindustriesinYamanashi.It
isreasonthattookuptheobjectbeforegettingintothethemeofthispaper.
Thedevelopmentofmachineryindustriesinthisareadependsontheincreasing
factoriesthathaddecentralizedfromtheTokyometropolitanregion.Therearetwo
boomsintheincreasingfactories:firstly,ittheperiodfromthelater1960stoearlyl970s,
manyfactoriesofmassproductionintheelectronicsandprecisionindustrieswererelo-
Gated,secondly,intheperiodofthe1980s,factoriesinthemechatronicsindustrysuchas
industrialrobotshadincreased.Localsmallandmediumenterprises(SMEs)became
subcontractorsofcomingfactories.Inrecenttwodecades;sluggishgrowthoftheelec-
tronicsandprecisionindustrieshasbeenquiteacontrasttorapidgrowthofthe
mechatronicsindustry.ByputtingadvantagesthatthisareasituatesclosetotheTokyo
metropolitanregion,manyenterprisesintheprecisionindustrieshaveshiftedtheir
productiontomechatronicssector.Astheresultofthat,theelectronicsandmecha-
tronicsindustrieshavebeentwolargestmanufacturingsectorsinYamanashi.The
regionaldistributionoffactoriesischaracterizedbytwomajoragglomerations:agglom-
erationareainKofuBasinandoneinvalleyofGunnaidistricts.Withtheindustrial
transformation,thelargerfactoriesintwoagglomerationareashaveshiftedfromthe
electronicsandprecisionindustriestothemechatronicsindustries.
Thestudyonlearningregionisgiventhestatusasextensionsofoneonextra-firm
networkinagglomerationareathatauthorhavecontinuedsincethelaterl990s.APMY
andthesuccessor,AssociationforPromortionoftheMachineryandElectronicsIndus-
triesinYamanashiPrefecture,havecontinuedlearningactivitiesandsuppliedthesup-
portingservicestolocalSMEssincel960.Theactivitiesandservicesarecollective
learningandsupportingsystembasedonextra-firmnetworkthatgobeyondinter-firm
networkaseconomiclinkages.Thispapershedslightonthenatureofcollectivelearn-
ingofAPMYformtheviewpointofthelearningregion.
ThefoundingofAPMYwasbasedonlearningactivitiesoflocalmanufacturerson
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productivitiesandmanagementsfromtheverybeginning.Inkeepingwiththeteething
organizationalcharacter,APMYhadnotonlypromotedtheexchangeofinformation
amongmembersbutalsocollectivelearningandworkshoponfinanceandtechnology,
thoughtherewasnodoubtaboutthatAPMYwaslocallobbygroup.Thecollective
learningactivitieshadmulti-tieredframeworks:individualfirmlevel,cooperativelevel
andassociationlevel.APMYhadorganizedcollectivelearningandworkshopinorder
notonlytoimproveproductioncontroloflocalSMEsbutalsotodealwithburningissue
suchasthewagesystem,fringebenefit,pollutionproblemsandsoon.Accordingto
resultsofcollectivelearning,APMYhadmadeconcretepolicyproposalstolocalgovern・
ment.Thesomeproposalswereappearedinconcreteformbylocalgovernment.The
collectivelearning,supportingsystemandpolicyproposalsreflectedthenaturethat
APMYwasanextra-firmnetworkthatgobeyondinter-firmnetworkaseconomiclink-
ages.
Keyword::Yamanashiprefecture,extra-firmnetwork,collectivelearning,learningregion
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